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会計 一　般　会　計 所管課 管　理　課

款 土　木　費
事業名 港湾管理費

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 2,141 2,061 2,061 ▲ 209 1,852 ▲ 289

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 2,141 2,061 2,061 ▲ 209 1,852 ▲ 289

事業
概要

国土交通省及び境港管理組合が行なう港湾整備事業や利用促進事業
等、また地域発展事業を図るため国等への要望活動を行なう。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

重要港湾境港の施設整備事業、港湾の利用促進について長期的な展望
に立ち港湾計画の実行、拡充を図るため、国等への要望活動を行なう。

その他

現状と
背景

国内外の物流の増加や重要港湾の機能を向上させるため、国への要望活
動などを行ない、山陰、中海・宍道湖圏域の港湾施設としての重要な役割
を果たす。
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会計 一　般　会　計 所管課 通商観光課

款 土　木　費
事業名 さかいポートサウナ運営事業

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 28,561 31,689 31,178 31,178 2,617

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 14,199 14,017 14,017 14,017 ▲ 182

一般財源 14,362 17,672 17,161 17,161 2,799

事業
概要

「さかいポートサウナ」の管理及び運営
今年度
見直し
事 項

下水道受益者負担金と下水道使用
料が新規項目
H27年度は、みなとさかい交流館が
下水道接続予定（11月予定）

事業
目的

福利厚生施設（浴場・サウナ）の管理運営を行い、市民及び船員の保養、
健康の増進を図る。

その他

現状と
背景

本市の基幹産業・水産業を支える船員の福利厚生施設として平成9年度に
開館。現在、利用者は年間3万人前後で推移している。平成18年度からは
女性客等への入浴料優待や薬湯の実施、また観光施設や各種イベント等
との連携を行い、利用者の拡大を図っている。
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会計 一　般　会　計 所管課 管　理　課

款 土　木　費
事業名 日本港湾協会会費

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 50 50 50 50 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 50 50 50 50 0

事業
概要

港湾事業の促進及び港湾事業に係る国の予算増額確保をするため全国
組織である日本港湾協会に加入する。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

港湾の施設、管理に関して調査研究を行い、港湾振興及び利用促進を図
る。国会への建議、請願を行い、施設整備を図り貿易の強化に寄与するこ
とを目的とする。

その他
定額の経費負担。
昭和13年開始

現状と
背景

協会が掲げる「人」、「モノ」などの交易・輸送の国際的な競争力を高めるた
め、港湾拠点の活発化を図り、施設整備に取り組む必要がある。また、最近
の情報を取り組む協会の強力なネットワーク力を活用する。（市長：協会理
事）
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会計 一　般　会　計 所管課 管　理　課

款 土　木　費
事業名 港湾都市協議会分担金

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 15 15 15 15 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 15 15 15 15 0

事業
概要

重要な社会資本である港湾、海岸保全施設等の整備・促進を行なう協議会
に加入し、港湾等の研究対策を図る。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

港湾管理機構及び港湾経営の調査研究、港湾都市所在地の共通課題の
解決策を追求する。また、現出した問題への対応を図る。

その他

人口割、均等割及び譲与税割により
算出。
昭和33年開始

現状と
背景

対外貿易や国内輸送の役割並びに物流拠点の活発化を図るため、国の事
業として取り組む必要がある。（24年7月現在146都市加入）
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会計 一　般　会　計 所管課 管　理　課

款 土　木　費
事業名 鳥取県港湾・漁港協会会費

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 221 175 175 175 ▲ 46

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 221 175 175 175 ▲ 46

事業
概要

港湾事業を促進するため国県事業費の予算額確保をするため鳥取県港
湾・漁港協会に加入し、地方の港湾整備を図る。地域の活性化、発展に寄
与する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

会員相互の連絡調整、港湾並びに漁港漁場に関する普及啓発を図り、地
域の活性化等に寄与することを目的とする。

その他

定額による負担額及び前年度事業
費に一定比率を乗じて得た金額との
合算額。　　　　　　　　　　　　　　昭和
41年開始現状と

背景

重要港湾と全国的に主要な漁港として立地するために県内外にその役割
を果たし、また国へ整備事業等を働きかけていく役割を負う。
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会計 一　般　会　計 所管課 通商観光課

款 土　木　費
事業名 さかいポートサウナ設備改修事業

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 1,371 152 152 152 ▲ 1,219

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 1,371 152 152 152 ▲ 1,219

事業
概要

さかいポートサウナ設備の消耗品等の年次的な取替修繕
今年度
見直し
事 項

事業
目的

平成22年度に策定した修繕計画に基づいて年次的に修繕を行うことによ
り、サウナ設備の安定稼働に資する。

その他

現状と
背景

平成9年にサウナがオープンしてから16年が経過し、設備の経年劣化に伴
う稼働効率の悪化を抑制するための修繕を要する状況にある。
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会計 一　般　会　計 所管課 管　理　課

款 土　木　費
事業名 みなとオアシスSea級グルメ全国大会参加費助成金

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 300 400 400 400 100

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 300 400 400 400 100

事業
概要

全国大会に参加する地元団体に対して、経費の一部を助成する。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

国土交通省中国地方整備局が主催する「みなとオアシスSea級グルメ全国
大会」に参加する地元団体の活動を支援することを目的に、参加経費の一
部を助成する。境港のグルメと食材を全国へアピールすることを目的とす
る。

その他

現状と
背景

境港市では、この活動をさらに発展させ、国土交通省が認定する「みなとオ
アシス」を隠岐汽船ターミナル周辺のエリアと夢みなと公園を中心としたエリ
アの２地区に形成し、新たな賑わいを創出するための取り組みをスタートし
ている。
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会計 一　般　会　計 所管課 管　理　課

款 土　木　費
事業名 ウォーターフロント開発協会会費

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 50 50 50 50 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 50 50 50 50 0

事業
概要

豊かなウォーターフロントづくりや魅力ある港づくりのため、ウォーターフロン
ト開発に関する最新情報や相互の意見交換・情報交換の機会を得るため
ウォーターフロント開発協会に加入する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

境港の魅力ある港湾整備のため。

その他 特別会員（自治体）団体50,000円

現状と
背景

日本海拠点港に選定され、物流・人流が増加している中でウォーターフロン
トの整備が求められている。
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会計 一　般　会　計 所管課 管　理　課

款 土　木　費
事業名 竹内団地利活用計画策定事業

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 3,000 0 0 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 3,000 0 0 0

事業
概要

竹内地区貨客船ﾀｰﾐﾅﾙの事業計画に合わせて、竹内団地内の都市計画、
道路等の変更に関する基本計画を策定する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

その他

現状と
背景
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会計 一　般　会　計 所管課 通商観光課

款 土　木　費
事業名 みなとさかい交流館公共下水道接続工事負担金

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単市

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 83 83 83 83

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 83 83 83 83

事業
概要

　みなとさかい交流館は県立の施設で一部を境港市が区分所有している。
（４階・さかいポートサウナ部分）
　鳥取県が交流館の公共下水道接続工事を実施するにあたり、市が経費
の一部を負担をするもの。

今年度
見直し
事 項

平成27年度新規（単年度）

事業
目的

鳥取県が施工するみなとさかい交流館の公共下水道接続工事等の経費に
かかる負担金を支出する。

その他
負担割合は、県との協議の結果、建
設費負担金に準じた16.8％（所有面
積割合）で算定現状と

背景

みなとさかい交流館建設時の県と市の協定に基づいた建設費負担金の支
払い終了後、平成25年4月1日から施設の一部（４階・ポートサウナ部分）を
譲り受けている。


